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1. 緒言
清家彰敏
馬 淑葎
中国政府の行政指導，企業改革の中で中国企業の経営者はどのような状況に
あるのか，中国の経営者について分析する。企業の経営者研究は多面的な分析
が必要である。欧米日の多くの国では，経済成長期において，経営者の経営意
思決定は国内中心であった。国内成長期が終わって，やがて経営者は外国企業
との競争にさらされることになった。ところが，中国は，成長期の現在でも常
に外資との競争にさらされている。都市部では， GD P の大半を外資系企業が
占める地域も稀ではな L、。中国の経営者は，外資との競争，提携の中で，毎日
意思決定を強いられている。欧米日，台湾，韓国と外資企業が都市部では溢れ
ている。
日本からは20世紀の終わり，中国へ企業が急速に進出した。 2004年度には約
20000社に達している。 21世紀にはいり，日本企業は為替変動と国内不況等で
海外投資を急増させた。 2000年度に，海外生産高は57兆円と輸出52兆円を上回っ
た（日本政府経済産業省・速報値）。この海外生産高は当時の中国の G D P の
約60%に相当する巨大なものであり，多くが中国へ投資された。欧米も日本と
同様に中国投資を急増させている。
日本国際協力銀行は，日本の製造業の海外事業展開調査を15年継続，これは
海外進出が顕著である約1000社への調査で、ある。 2003年度の調査では，海外事
業は継続して今後 3 年間程度は強化，拡大する姿勢であると78.3%の企業が回
答し，強化・拡大する地域は中国（73.9%），中・東欧（58.1%），北米（52.6
%), EU (46.6%）と回答した。これらの中国に殺到する日本企業，また欧
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米企業と対峠し，競争，提携している中国人経営者とその賃金体系について考
察する。なお，本研究は日本国財務省財務総合政策研究所における特別研究官
清家彰敏と客員研究員馬淑拝の日中共同研究プロジェクト「固有資産管理の日
中比較」の一環であるO
2. 経営者の選抜方法
2003年度，国務院発展研究中心企業研究所は，陳清泰大臣の指示のもと同大
臣を顧問として2003年度中国企業を対象に「中国企業における人的資源に関す
る調査」の中で経営者調査を実施した。この調査は中国企業の人事の現状につ
いての初めての調査で，中国企業の行政指導等の政策資料とすることを目的と
して著者らが行った（（注 1 ）以下，国務院調査（2003）と略記）。本調査は
2003年10月上旬～2004年1月上旬に，アンケート調査票等で実施（対象企業
15000社回答企業1877社（12.5%））した。従業員規模は， 10000人以上が74社
であり，もっとも多いのが99人以下403社， 100～299人が369社， 1000～2999人
が318社で，各規模の企業がまんべんなく回答している。
主な経営者の選抜方法（表 1 ）は「取締役会により社内選抜」，「上級部門や
業種所属部門により任命」，それぞれの割合が42.7% と 34.3%で，「社会公募」は
19.7%をしめる。経営者の選抜方法としては取締役会による社内選抜が中国企
業では最も多いことがわかった（表 1 参照）。
全体
表 1 企業経営者の選抜方法（%）
上級部門｜取締役会｜社会公募｜その他
や業種所｜により社
属部門に｜内選抜
より任命
34.3 42.7 19.7 3.4 
業種別（表 2 ）からみると，経営者の選抜方法では，業種ごとに大きな差が
見られる。「上級部門や業種所属部門により任命」は，採鉱業，公用事業，金
融保険での割合は60%を超えた。それに対して不動産業，製造業，通信と情報
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技術（IT）の割合は30%に達していない。「取締役会により社内選抜」は，製
造業，社会サービス，通信と情報技術 CIT），通信と情報技術 (IT）での割合
が高く，それぞれ48.1%, 45.3%, 45.1%, 44.2% となっている。「社外公募」は，
農林牧漁業，卸売小売飲食業，不動産業の割合が高く，それぞれ35.3%, 28.4%, 
27.4%であり，採鉱業，公用事業での割合が低い。
表 2 業種別経営者の選抜方法（%）
属主よ望部り任書門命早に 取に締よ役り会社 社外公募 その他内選抜
農林牧漁業 35.3 29.4 35.3 。
採鉱業 87.0 13.0 。 。
製造業 26.7 48.l 20.9 4.3 
公用事業（水電気ガス業） 63.4 31. 7 4.9 。
建設業（地質探査水力を含む） 56.4 29.5 10.3 3.8 
交通運輸倉庫と郵政業 57.6 28.8 13.6 。
卸売小売飲食業 33.3 38.3 28.4 。
金融保険 61.9 26.2 11.9 。
不動産業 25.3 44.2 27.4 3.1 
社会サービス業 34.4 45.3 18.8 1.5 
通信と情報技術 (IT) 28.4 45.l 22.8 3.7 
その他 40.0 39.1 15.9 5.0 
3. 経営者の賃金
中国政府国務院発展研究中心は2002年全国で中国企業経営者に対してアンケー
ト調査を行った（以下，国務院調査（2002）と略記）。そのうち，固有企業と
非固有企業の比率はそれぞれ30.5%, 69.5%であり，大，中，小企業の比率はそ
れぞれ19%, 47%, 34%を占める。調査対象は企業の取締役や社長，工場長及
び党のトップである。平均年齢は36歳から45歳が30%であり， 46歳から55歳が
49.8% となっている。
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表 3 より，平均月収は95年調査時点で経営者1024元，一般従業員は458元で，
2.2倍であった。 1996年は1658元， 1997年2160元， 1998年4054 (4050) (46648) 
元と経営者の平均月収は急上昇し， 1996～1998年の年平均増加率は56.4%であっ
た。その内訳では，国有企業経営者の平均月収は， 1996年1293元， 1997年1478
元， 1998年2192元，平均増加率30.2%，非固有企業経営者の平均月収は， 1996
年2639元， 1997年3408元， 1998年5224元，平均増加率40.7%であった。
表 3 経営者の月収の比較（元）
1995年 1996年 1997年 1998年 年平均増加率
全体 1024 1658 2160 4054 56.4% 
国有企業 1293 1478 2192 30.2% 
非国有企業 2639 3408 5224 40.7% 
本調査では96年から98年にかけて，回収した全企業に占める固有企業の比率
が73%, 65%, 39% と急激に低下した，これは政府の固有企業民営化の影響と
思われる， したがって，この間の経営者の平均月収の平均年増加率56.4% は，
非固有企業の経営者が増加した反映と推定できる。このことは，民営化によっ
て多くの経営者の給与が民間並みに上昇し，少なくとも月収面で経営者は大き
な恩恵を受けたことが伺える。
4. 総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較
国務院調査（2003）を分析してみよう。従業員の給与水準は，平均月収で中
国の元 (1元14円程度）表示，「800以下」（4.7%），「800～1200J (23.8%），「1200
～1800」（27.4%），「 1800～2500」 (19.6%），「2500～3500」（11.7%），「3500～
5000」 Cl0.0%），「5000～8000」（2.7%），「8000以上」（0.2%）である。平均月収
が800元（11200円程度）から2500元（35000円程度）の企業で全体の61.2% 占め
た。ちなみに平均月収が3500元（49000円程度＝約 5 万円）を超える企業が12.9
% (1877社中242社）に達し，有名大学大学院修了者が入社したい企業とも考
えられる。
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次に，同調査で，社長の収入と従業員の平均月収の比較を行った。表 4 をみ
ると，社長の給与は 3 倍から 6 倍未満が24.1%, 6 から 10倍未満が22.8%であ
り， 3 から 10倍の給与差が社長と従業員にはあることが分かる。日本の大企業
より社長と従業員の給与差は平均的にはやや大きい程度と考えられる（CEO
の日米英比較：タワーズベリン）。しかし， 50倍以上が6.4%, 25倍以上から50
倍未満が7.4%であり，社長と従業員の給与差が25倍以上の企業が13.8% にも
達する。ちなみに日本人のモデル給与は年収600万円程度であるから， 25倍以
上というと l 億 5 千万円以上の年収をとる社長を持つ企業が全体の13.8% いる
といったイメージになる。
表 5 より， 50倍以上差がある企業が多い地域は，もっとも発展していて民間，
外資企業が多い東部地区に多い。表5,6について総括すると，一般に国有企業
ほど給与差は少ないため，！日、体制の固有企業が多い地域，産業ほど給与差が
少ないとも推測できる。
表 4 総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較（%）
50倍 I 50~ I 25~ I 20~ I 15~ I 10~ I 6~ I 3 倍
以上 I 25倍 I 20倍｜ 15倍 I 10倍｜ 6 倍｜ 3倍｜以下
全体 I 6.4 I 7.4 I 5.3 I 8.1 I 14.3 I 22.8 I 24.1 I 1i.o 
表 5 地域別総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15i音 10倍 6 倍 3 倍 以下
東部地域 7.2 7.8 5.4 8.9 14.9 23.9 23.2 8.6 
中部地域 2.7 7.5 3.5 7.5 12.8 23.9 24.3 17.7 
西部地域 5.7 4.5 6.5 8.1 12.2 16.7 29.3 17.1 
注：東部地域は福建省，広東，海南まで含んでいる広い範囲である。北京市，天津市，
河北省，遼寧省，上海市，江蘇省，斯江省，福建省，山東省，広東省，海南を指して
いる。中部地域は安徽，山西省，吉林省，黒竜江省，江西省，河南省，湖北省，湖南
省を指している。西部地域は甘粛省，広西省，貴州省，内モンゴル，寧夏省，青海省，
陳西省，四川省，新彊，チベットを指している。今回の調査は香港，マカオ，台湾を
含まな L 、。
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表 6 業種別総経理（社長）の収入と従業員の平均収入の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 61音 3 倍 以下
農林牧漁業 10.0 16.7 6.7 13.3 16.7 10.0 6.7 20.0 
採鉱業 。 4.5 。 54.5 9.1 27.3 4.5 。
製造業 10.3 10.1 6.9 8.6 15.6 21.2 20.2 7.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.5 2.5 2.5 5.0 5.0 20.0 42.5 20.0 
建設業（地質探査水力を含む） 1.4 2.9 4.3 。 17.1 25.7 30.0 18.6 
交通運輸倉庫と郵政業 3.1 1.6 3.1 12.5 12.5 40.6 14.1 12.5 
卸売小売飲食業 1.7 1.7 5.2 6.9 25.9 27.6 20.7 10.3 
金融保検 2.3 2.3 。 4.5 13.6 31.8 29.5 15.9 
不動産業 4.5 8.0 9.1 5.7 18.2 25.0 21.6 8.0 
社会サービス業 3.4 5.9 4.2 7.6 11.9 23.7 30.5 12.7 
通信と情報技術 CIT) 4.4 3.4 3.9 7.8 7.8 26.0 33.8 12.7 
その他 2.0 7.8 2.9 10.2 14.6 16.6 28.8 17.1 
5. 従業員の平均収入
表 7 より，全体からみると， 61.2%の企業の従業員の平均月収入は800元か
ら2500元であることが分かった。「1200～1800」（27.4%）の割合が一番高く，
「800～1200」（23.8%），「1800～2500」 (19.6%），「2500～3500」（11.7%），「3500
~ 5000J (10.0%），「800未満」（4.7%），「5000～8000」（2.7%），「8000以上」
(0.2%）である。加重平均を試みたところ平均給与は2061元となった。表 8 は
年収に換算したものである。
表 7 従業員の平均月収入（元，%）
~~ I ~~~； I ~~~~－ 1 ~~~~～ I ~~~；～ l ：；；；～｜；；；；～ I~~ 
全体 I 4.7 23.8 I 27.4 I 19.6 I 11.7 I 10.0 I 2.7 0.2 
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表 8 従業員の平均年収（元，%）
支出 I i~~~；； 目。；～ I~；；；；～ I~~~~~～ l ；；；；；～ 196~~~～ l 針。
全体 I 4.7 23.8 I 27.4 I 19.6 I 11.7 I 10.0 I 2.7 0.2 
表 9 より，東部地域は800～2500元が67.3%に達し；中部地域は800～1800元
が64.2%，西部地域は66.0%である。中部地域は“800元未満”が9.6% ともっと
も多く，西部地区の6.5%より低所得者が多い。
表 9 地域別の従業員の平均月収入（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
東部地域 3.3 20.3 25.7 21.3 13.9 11.7 3.6 0.2 
中部地域 9.6 35.8 28.4 13.5 7.0 5.7 。 。
西部地域 6.5 31.3 34.7 16.4 5.0 5.3 0.4 0.4 
一般には西部地域が中部地域より収入が低L、と考えられているが，当調査に
おいては，その逆の結果となった。その理由については， 1 ）西部地域は，四
川省，雲南省が経済成長しており，両地域の企業の影響， 2 ）固有企業の多寡
といった企業形態，業種の偏りといった母集団の影響， 3 ）政府の西部開発政
策の影響（政府の特別手当の支給），が考えられるO
表10では，サンプル数が少ない集団企業以外は，“800～1200元’＼“1200～1800
元”，“1800～2500元”にほぼ70%の企業が集中しており，企業形態による収
入差は顕著には見られなかった。一般に固有企業は収入が低いといったイメー
ジを中国人は持っているが，本調査では平均的給与に関しては，他の企業形態
と差がないことが分かった。一方，国有企業は収入に関して企業格差が他の企
業形態より大き L、。このことは， 1 ）固有企業のうち，有力でない企業は既に
民営化されており。残っている企業は優良企業が多く，これらの企業は民間と
遜色ない業績を上げている， 2 ）特定業種においては独占企業のため海外との
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競争にさらされていないので高い収入となっている， 3 ）既に固有企業におい
ては雇用調整（リストラ）が終了している企業が主体となっていて残った人材
には高い収入を保証できる， 4 ）賃金水準が市場によって決定されるため，外
資と競争できる人材を確保しようと高い収入を保証する政策的配慮、がある， 5) 
米国型の賃金システムを，固有企業を問わず導入するためにどの企業形態も賃
金水準は似てくる，が原因と推定できる。
表10 企業形態別の従業員の平均月収入（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
固有企業と団施以上固有持ち株会社 4.4 24.2 23.3 19.4 11.6 13.5 3.0 0.6 
集団企業 17.9 21.4 32.1 14.3 7.1 7.1 。 。
非国有株式会社と有限責任会社 4.1 24.9 24.6 21.5 12.0 10.4 2.5 。
私営企業 3.7 24.6 33.0 18.7 10.2 7.8 2.0 。
外資・香港マカオ目台湾系企業 5.5 23.0 24.5 20.3 12.7 9.4 4.2 0.3 
その他 7.1 14.3 40.0 17.1 20.0 1.4 。 。
表11の業種別では，金融保険業がもっとも給与が高く， 2500元以上が最も高
く 67.3%を占めており， 8000元以上の比率も最も高く 4.3% となっている。次
が通信と情報技術（IT）で2500元以上が52.1%である。採鉱業がもっとも低い
収入となっており， 62.5%の企業が800～1200元に集中している。農林牧漁業は，
中国の農村問題の貧困を論じるとき重要であるが，本調査では必ずしも低収入
ではなく， 1800元未満は58.3%であるが， 5000元以上は全業種で最も高い11.1
%と 2 極化していることが明らかになった。ちなみに低賃金を目的に世界中の
製造業が中国に進出し，世界の工場といわれた製造業の収入は農林牧漁業より
も低収入であり。下から 2 番目であった。これは農林牧漁業の企業が，特権を
政府より与えられた企業であることの反映と考えられる。
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表11 業種別の従業員の平均月収入（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 お00 3500 5000 8000 以上
農林牧漁業 2.8 22.2 33.3 19.4 8.3 2.8 11.1 。
採鉱業 。 62.5 25.0 8.3 。 4.2 。 。
製造業 6.1 31.0 30.9 17.1 8.2 5.2 1.3 0.1 
公用事業（水電気ガス業） 4.9 29.3 26.8 14.6 7.3 12.2 4.9 。
建設業（地質探査水力を含む） 1.3 24.0 33.3 22.7 8.0 8.0 1.3 1.3 
交通運輸倉庫と郵政業 3.2 9.7 25.8 27.4 12.9 21.0 。 。
卸売小売飲食業 8.5 32.2 39.0 16.9 1.7 1.7 。 。
金融保険 2.2 4.3 4.3 21. 7 26.1 30.4 6.5 4.3 
不動産業 。 18.3 17.2 25.8 20.4 16.1 2.2 。
社会サービス業 6.3 31.7 26.2 13.5 11.1 8.7 2.4 。
通信と情報技術（IT) 0.5 5.6 18.3 23.5 25.4 19.7 7.0 。
その他 6.4 12.3 27.4 25.6 11.4 13.2 3.7 。
表12の上場企業と非上場企業の月収では，上場企業において境外上場企業
（香港を含む国外上場）は平均月収が2500元以上36.7%でもっとも高賃金であっ
た。それに対し，境内外上場企業（国外と国外で上場）は1200元未満37.3%,
5000元以上は皆無ともっとも低賃金であった（表12を参照）。境内上場企業
（圏内のみ上場）では1800元以上が40.1%，上場予定がない企業では41.5% と
年収に差がみられな L 、。
圏内，海外で活躍する境内外上場企業がもっとも従業員の平均収入が低いこ
とは，境内外企業に製造業が多く，その製造業の従業員の平均収入が低いこと
とその理由と思われる。上場企業と非上場企業の収入差がないことは，欧米日
のように優良企業だから上場を目指し，その結果として，上場企業の平均収入
が高いという状況が中国には無いことを示している。業績に関係なく国有企業
は戦略として上場を志向しているが，上場できる基準は，欧米自の企業のよう
な好業績ではなく，政府の政策としての上場計画として決められるため，好業
績，高収入の企業が上場しているとは言えない。また，民間企業においても，
民間企業は上場を必ずしも志向していないので，上場企業であることが高収入
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に繋がらな L 、。
表12 上場企業と非上場企業の従業員の平均月収（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
境内（香港除く圏内）上場 3.1 24.7 32.1 11.7 15.4 9.9 2.5 0.6 
境外上場 3.0 16.8 15.8 27.7 17.8 14.9 4.0 。
境内外上場 2.0 35.3 21.6 19.6 13.7 7.8 。 。
上場予定 5.7 18.4 25.4 23.5 13.7 9.5 3.5 0.3 
上場予定がない 4.8 25.2 28.5 18.9 10.1 9.8 2.5 0.2 
表13では，売上高 3 億元以上の企業は平均収入2500元以上が28.8% ともっと
も比率が高く，売上高3000万元未満が24.3%, 1.5億元－3000万元が22.4% と続い
ている。
売上高3000万元未満の小規模企業には民間企業が多く平均収入が高く，また
大規模企業は国有有力企業が多いため，収入が多いと考えられ，その結果両極
に高収入企業が分かれた。日本にかつて見られた高収入企業ほど規模が大きい
といった構図は中国ではみられな L、。規模が好業績，高収入に繋がらないこと
は，中国人の求職行動に大きな影響をもたらしていると考えられる。
表13 売上高別従業員平均月収（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
3億元以上 3.8 22.2 27.0 18.2 12.4 12.7 3.2 0.5 
3～1.5億元 1.9 28.1 31.4 20.0 11.9 6.2 0.5 。
1.5億元～3000万元 5.3 23.2 27.9 21.2 11.9 7.5 2.8 0.2 
3000万元未満 6.1 24.6 25.6 19.3 10.7 10.7 2.9 。
表14の総資産については， 3 億元以上の企業は平均収入の高い企業が多い。
総資産が小さくなるほど，平均収入も低くなる傾向が見られる。総資産3000万
元以上の企業は収入1200元から 1800元がもっとも多く， 3000万元未満は800か
ら 1200元がもっとも多い。
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表14 総資産別従業員平均月収（元，%）
800 800~ 1200~ 1800~ 2500~ 3500~ 5000~ 8000 
未満 1200 1800 2500 3500 5000 8000 以上
3億元以上 4.0 22.2 26.8 19.2 11.8 12.4 3.1 0.5 
3～1.5億元 4.1 23.4 32.0 18.9 11.3 6.8 3.2 0.5 
1.5億元～3000万元 4.1 23.6 29.0 20.0 13.2 8.2 2.0 。
3000万元未満 6.2 26.3 24.7 19.9 10.6 9.8 2.5 。
6. 経営者の年収と一般従業員の比較
国務院調査（2003）では， 2003年現在での経営者（代表取締役社長またはそ
れに準ずる役職）と一般従業員の給与差は以下である。給与の差 6 から 3 倍が
24.1% ともっとも多く， 10から 6 倍が22.8% と続いている。これを詳解すると
一般の従業員の給与は年収15000元程度（中国の各都市の統計を調べ，代表的
な都市から中国全体の平均を求めて，それを基礎として，倍数を年収へ変換す
る）であるとすれば，表15から， 750000元以上が6.4%, 750000元～375000元
は7.4% というように読み替えることが可能となる。
この上に，経営者には，統計上現れない副収入が見かけの年収を超えると考
えられ，数字の 3 倍程度の副収入を得ているとの見方もある。
表15 経営者の年収と一般従業員の比較（%）
50｛音 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3f音 未満
全体 I 6.4 7.4 5.3 8.7 14.3 22.8 24.1 11.0 
表16では，経営者が従業員の平均収入の50倍以上は東部地域7.2%，中部地
域2.7%，西部地域5.7%, 3 倍未満は東部地域8.6%，中部地域17.7%，西部地
域17.1% となった。 6 倍未満では東部地域31.8%，中部地域42.0%，西部地域
46.4%であるが， 10倍未満では，東部地域が55.7%，中部地域65.9%，西部地
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域62.1% となり，中部と西部のJiil'[が逆転する。
一般に東部，中部，西部は，企業の市場経済化に差があると考えられており，
市場経済化が進み，欧米型企業が増加している東部，この市場経済が内陸部に
波及しつつある中部，取り残されがちな西部といった構図で語られる。欧米型
企業は，経営者と従業員の収入の差が大きく，それに対して従来の中国の固有
企業は収入差が小さ~ 'o したがって，収入差は，市場化への対応が進み，固有
企業改革が進んでいる東部では大きく，中部，西部の順で小さくなると予測さ
れた。しかし，本報告では，その定説と異なり，西部がむしろ中部より，収入
差が大きく，市場経済化，企業改革が進んでいる可能性があることを示してい
る。西部では，四川省，重慶市の発展と民間企業の存在が上記の結果に繋がっ
たとも考えられる。
表16 地域別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25｛音 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
東部地域 7.2 7.8 5.4 8.9 14.9 23.9 23.2 8.6 
中部地域 2.7 7.5 3.5 7.5 12.8 23.9 24.3 17.7 
西部地域 5.7 4.5 6.5 8.1 12.2 16.7 29.3 17.l 
表17では，経営者と一般従業員の収入差が50倍以上の企業は，三資企業（外
資・香港マカオ・台湾系企業）が15.3%，非国有企業と有限責任会社6.9%,
私営企業6.0%，固有企業と50%以上国有持ち株会社が2.5%であった。 25倍以
上であれば，三資企業は30.0% に達した。 15倍以上では三資企業が49.2% とほ
ぼ半数に達し，私営企業は25.8%，非国有企業等26.6%，集団企業20.0%，固
有企業等19.3%であった。集団企業は特に収入差が小さく， 6 倍未満で48.0%
と半数近く，また国有企業等も低く 6 倍未満が41.7%であった。
三資企業以外の中国企業の年収差が全体に小さい原因として，固有企業には
経営者と従業員の年収差が 5 倍以内でなければならないという内規がいまだに
あることが影響していると考えられる。民間企業までも 6 倍未満36.5% と年収
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差が小さし、。巷で語られる中国企業における大きな年収差，収奪的な工場低賃
金労働と豊かな経営者像は，広東等の製造業のみに多い。中国社会全体として
は，「年収差を’良しとしな L、」風土が残っていると考えるべきかもしれない。
なお，固有企業は，上場するときは上場基準に従うので，年収差 5 倍以内の内
規は外れることになる。
表17 企業形態別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
固有企業と50%以上固有持ち株会社 2.5 3.4 4.2 9.2 11.1 27.8 26.6 15.1 
集団企業 。 16.0 。 4.0 。 32.0 40.0 8.0 
非国有株式会社と有限責任会社 6.9 6.6 4.1 9.0 13.8 25.5 22.8 11.4 
私営企業 6.0 6.9 5.2 7.7 17.6 20.1 24.9 11.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 15.3 14.7 9.1 10.1 15.6 16.9 16.6 1.6 
その他 8.5 4.2 5.6 15.5 16.9 32.4 16.9 。
表18では， 50倍以上の収入差は，製造業が10.3%，農林牧漁業10.0%，不動
産業4.5%，通信と情報技術4.4%であり，採鉱業では0%であった。 15倍以上
では，採鉱業59.0%，農林牧漁業46.7%，製造業35.9%, 15倍未満では，金融
保険90.9%, 10倍未満では，通信と情報技術72.5%が顕著であり，金融保険，
通信と情報技術は欧米では収入差が大きいため，中国でのこの結果は意外であっ
fこ。
中国では金融保険は固有企業が支配しているため，収入差が小さい。しかし
一般従業員の収入は高いため，経営者の収入も大きいと考えられる。通信と情
報技術は，一般従業員は高い能力が求められ，収入が他の職種より格段に高L 、。
そのため経営者との収入差が小さくなっていると考えられる。
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表18 業種別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
農林牧漁業 10.0 16.7 6.7 13.3 16.7 10.0 6.7 20.0 
採鉱業 。 4.5 。 54.5 9.1 27.3 4.5 。
製造業 10.3 10.1 6.9 8.6 15.6 21.2 20.2 7.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.5 2.5 2.5 5.0 5.0 20.0 42.5 20.0 
建設業（地質探査水力を含む） 1.4 2.9 4.3 。 17.1 25.7 30.0 18.6 
交通運輸倉庫と郵政業 3.1 1.6 3.1 12.5 12.5 40.6 14.1 12.5 
卸売小売飲食業 1.7 1.7 5.2 6.9 25.9 27.6 20.7 10.3 
金融保険 2.3 2.3 。 4.5 13.6 31.8 29.5 15.9 
不動産業 4.5 8.0 9.1 5.7 18.2 25.0 21.6 8.0 
社会サービス業 3.4 5.9 4.2 7.6 11.9 23.7 30.5 12.7 
通信と情報技術(IT) 4.4 3.4 3.9 7.8 7.8 26.0 33.8 12.7 
その他 2.0 7.8 2.9 10.2 14.6 16.6 28.8 17.1 
表19では，境外上場（海外上場；香港合）企業は，収入差50倍以上が， 18.6
%, 25倍以上が13.4%ともっとも多く，境内外上場（国内外上場）が50倍上12.8
%, 25倍上8.5%，上場予定企業が50倍上10.3, 25倍上9.3%であった。上場予定
が無い企業は同4.0%, 6.2% と比率が低L、。上場予定の無い企業は収入差が少な
く， 6 から 3 倍がもっとも多L、。それに対して，境外上場は6倍から10倍が26.8%
ともっとも多いが境内外上場企業は15倍から20倍が34.0% ともっとも多L 、。
表19 上場企業と非上場企業の経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
境内（香港除く圏内）上場 6.7 8.1 5.4 13.4 20.1 24.8 18.8 2.7 
境外上場 18.6 13.4 8.2 12.4 8.2 26.8 9.3 3.1 
境内外上場 12.8 8.5 2.1 34.0 4.3 27.7 10.6 。
上場予定 10.3 9.3 7.7 9.7 16.7 21.7 19.0 5.7 
上場予定がない 4.0 6.2 4.6 6.4 13.9 22.3 28.0 14.6 
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表20の売上高別では，収入格差15倍以上が，売上高3億元以上36.9%, 3億元
～1.5億元32.0%, 1.5億元～3000万元26.9%, 3000万元16.3% と売上高が大きい
ほど収入格差は大きい。しかし，収入格差50倍以上については3億元～1.5億元
5.4%, 1.5億元～3000万元7.9% となっている。 3億元以上では10～6倍が22.7%,
3億元～1.5億元が28.1%でもっとも比率が大きく， 1.5億元～3000万元では6～3
倍が25.2%, 3000万元が31.0% ともっとも大き L 、。
表20 売上高別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3f音
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
3億元以上 9.5 9.3 6.5 11.6 15.7 22.7 19.0 5.6 
3億元～1.5億元 5.4 8.4 5.9 12.3 14.3 28.1 19.2 6.4 
1.5億元～3000万元 7.9 7.7 4.7 6.6 15.8 22.4 25.2 9.6 
3000万元未満 1.8 4.5 4.3 5.7 11.3 21.1 31.0 20.4 
表21の総資産では，収入格差15倍以上が，総資産 3 億元以上37.5%, 3 億元
～1.5億元26.5%, 1.5億元～3000万元25.5%, 3000万元18.03% と総資産が大き
いほど収入格差は大きし、。総資産 3 億元以上では10～6倍が23.4%, 3 億元～
1.5億元が28.0% でもっとも比率が大きく， 1.5億元～3000万元では6～3倍が
27.7%, 3000万元が29.9% ともっとも大きい。
表21 総資産別経営者年収と一般従業員の比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3 倍 未満
3億元以上 9.0 9.5 6.1 12.9 15.5 23.4 18.2 5.4 
3億元～1.5億元 7.9 6.5 7.0 5.1 14.0 28.0 21.0 10.3 
1.5億元～3000万元 4.3 8.1 3.6 9.5 16.0 20.8 27.7 10.0 
3000万元未満 4.3 4.5 5.1 4.1 11.5 21.5 29.9 19.2 
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7. 1995年から現在までの蛮化の詳解
経営者は， 1990年代には，市場経済への対応が進み，表22の経営者の収入と
企業業績では， 1995年調査の段階で，既に79.4%の経営者が経営者の収入と企
業業績は極めて密接または密接な関係を持っていると答えている。経営者の収
入が企業業績と「極めて密接」または「密接」と考える経営者は特に集団企業
の90.3%であった。「関係は弱いJ，「無関係」と考える経営者は固有企業が22.2
%，三資企業が19.3%に対し，集団企業は9.7%であった。
表22 経営者の収入と企業業績の相関（%）
全体 国有企業 集団企業 三資企業［注］
極めて密接 32.7 31.7 40.6 33.7 
密接 46.7 46.0 49.7 47.0 
関係は弱い 17.1 18.4 8.6 15.3 
無関係 3.5 3.8 1.1 4.0 
［注1 外資企業と香港，マカオに台湾の企業を加えて三資企業と中国政府で壮呼ぶ
1995年当時は，固有企業の経営業績について政府機関等の公的上位組織は評
価基準が整備できていなかった。そのため，固有企業の経営者の中には経営業
績を重視しない人材も多く，また自身の収入も上位機関によってかならずしも
経営業績に関係なく決められてきた。
ところで，固有企業と三資企業の経営者の意識が見かけ上似た傾向を示し，
集団企業がそれとは異なる傾向を持っていたことは興味深く，その理由は 4 つ
考えられる。 l つは，集団企業は地方自治体によって創立された組織で，雇用
対策の歪を解決するためのものであった。アパレルといった公的使命が弱L 、業
種が多く，実験的に最初に民営化された。そのため，存続するために利益志向，
収入志向にならざるを得なかった。 2 つは，集団企業は国有企業より，一般に
規模が小さく，市場経済化等の外部環境の影響を受けやすく，公的機関からの
拘束も弱いため，中国の社会感覚が反映されやすく，米国，香港といった三資
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企業よりもさらに収益への関心が高いと思われる。 3 つは，集団企業は規模が
小さし三資企業の多くと異なり親会社等もないことから経営環境が悪く，生
活，将来の保障といった意味でも高い収入を得て，経営に専念したいといった
気持ちの反映とも考えられる。 4 つは，固有企業は公的機関との関係の職務が
多く，三資企業も親会社，金融等の外部監視機関との関係が多く，経営業績に
直結する職務が少なくなり，自身の収入の自己決定権が弱L、。それに対して，
集団企業は企業業績が良ければ自身で収入を決定できる。
経営者の収入は， 93年と95年に国務院で調査し，それ以降は調査フォーマッ
トが変わったので， 2004年現在までの経時比較には工夫が必要である。
表23では， 93年では経営者の収入4500～6000元が49.0%, 4500元未満32.3%
と 6000元未満が81.3% を占めた。 2 年後の95年に6000元未満は27.9% に低下し
た。 93年のピークが4500～6000元， 95年8400～12000元であり，概ね 2 倍の大
幅な収入の向上があったとも考えられる。 95年の詳細は， 6000元未満は4500元
未満15.4%, 4500～6000元12.5%である。また8400～12000元は31.2%, 12000 
元以上が20.5%, 6000～8400元20.4% と 6000元以上が72.1% になった。
表23 経営者の年収（%）
1993年 1995年
4500元未満［注］ 32.3 15.4 
4500～6000元 49.0 12.5 
6000～8400元 11.5 20.4 
8400～12000元 4.4 31.2 
12000元以上 2.8 20.5 
［注J 1 元は約14円（2004年現在）
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「現階段我国企業経営者的職業流動
与職業化取向 1996 ・中国企業家成長与発展専題調査報告」から作成
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表24 経営者の月収の比較（元）
1995年 1996年 1997年 1998年 年平均増加率
全体 1024 1658 2160 4054 56.4% 
国有企業 1293 1478 2192 30.2% 
非国有企業 2639 3408 5224 40.7% 
経営者への国務院本調査て、は96年から98年にかけて，回収した全企業に占め
る固有企業の比率が73%, 65%, 39% と急激に低下した，これは政府の固有企
業の民営化の影響と思われる， したがって，この間の経営者の平均月収の平均
年増加率56.4%は，非国有企業の経営者が増加した反映と推定できる。このこ
とは，民営化によって多くの経営者の給与が民間並みに上昇し，少なくとも月
収面では大きな恩恵を受けたことが伺える。
表24の経営者の平均月収は95年調査時点で経営者1024元，ちなみに一般従業員
は458元で， 2.2倍であった。 1996年は1658元， 1997年2160元， 1998年4054 (4050) 
(46648）元と経営者の平均月収は急上昇し， 1996～1998年の年平均増加率は56.4
%であった。その内訳で，国有企業経営者の平均月収は， 1996年1293元， 1997年
1478元， 1998年2192元，平均増加率30.2%，非国有企業経営者の平均月収は，
1996年2639元， 1997年3408元， 1998年5224元，平均増加率40.7%であった。
表25では， 1998年の企業経営者の平均年収は48600元，私営企業の経営者平
均年収がもっとも高く 111600元，外資系企業89100元，株式会社52500元，香港・
マカオ・台湾企業52100元，集団企業31600元，国有企業がもっとも低く 26300
元であった。
表25 1998年企業形態別の年収（元）
全 体｜私営企業 l 縫系 l 株式会社 l計五ヵ｜集団企業｜国有企業
48600 111600 I 89100 52500 52100 31600 26300 
表26の 1998年学歴別年収では，中学校卒以下が82300元ともっとも平均年収
が高く，次が大学院修了66000元，短大49000元，大学47900元，高校・中専
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36100元であった。中学卒以下の低学歴層と大学院修了の高学歴層の平均収入
が高い。このことは，経営者において，学歴が高いことは意味があるが，学歴
がなくても創業等で高い収入を得る層が存在していることを示している。 1998
年以降高学歴化による格差の拡大が進み，現在はより高い学歴の経営者ほど高
い年収を得る傾向が強まっていると思われる。
表26 1998年学歴別の年収（元）
全 体｜大学院｜大 学｜短 大｜韓或いは｜中学校以下
56220 66000 47900 49000 36100 82300 
表27の学歴別の経営者年収では，経営者全体で 5 万元以上14.8%，ピークの
1 ～ 2 万元33.3% に対して，平均が56220元であることから，経営者間の収入
格差が大きいことが分かる。学歴別では，大学院修了の中では 5 万元以上32.2
%が，大学卒では l ～ 2 万元34.8，短大卒では 1 ～ 2 万元34.2%，高校・中専
では l ～ 2 万元32.5%，中卒未満の 2 ～5万元30.3%が多い。大学院修了につ
いては， l 万元未満12.8%, 1 ～ 2 万元24.4%, 2 ～5万元30.6%，平均が66000
元から類推すると， 5万元以上32.2%の平均年収は約16万元となる。中学卒で
は， l 万元未満27.3%, 1 ～ 2 万元24.2%, 2 ～ 5 万元30.3%，平均82300元か
ら類推すると 5 万元以上18.2%の平均年収は約37万元となる。
表27 学歴別の経営者年収（%）
全体 大学院 大学 短大 高は校中或専い 満中学校未
l 万元未満 22.3 12.8 19.9 24.4 26.0 27.3 
1 ～ 2 万元 33.3 24.4 34.8 34.2 32.5 24.2 
2 ～ 5 万元 29.6 30.6 32.0 27.2 30.2 30.3 
5 万元以上 14.8 32.2 13.3 14.2 11.3 18.2 
表28では， 1998年の経営者の平均年収は固有企業が低く，三資企業が高い。
全体の平均年収は 2 万元未満が48.1%, 2～4万元が25.0%, 4～6万元10.7%で
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ある。 50万元以上は2.1%である。平均年収 2 万元未満がもっとも多いのは，
固有企業62.6%，集団企業50.3%，私営企業20.0%，株式合作49.5%，株式有
限32.3%，有限責任42.2%, 2～4万元がもっとも多いのは三資企業だけで25.7
%であった。
表28 企業形態別経営者平均年収1998年（%）
企国有業 集企業団 私営 株式 株有式限 責有任限 ニ資 合計合作
2 万元未満 62.6 50.3 20.0 49.5 32.3 42.2 15.8 48.1 
2 ～ 4 万元 25.0 23.5 14.2 26.3 25.5 27.0 25.7 25.0 
4 ～ 6 万元 7.9 8.7 15.0 7.1 14.9 10.9 20.1 10.7 
6 ～10万元 3.9 8.0 19.9 6.0 14.5 10.1 17.6 8.5 
10～50万元 0.5 8.7 16.7 7.1 11.7 6.8 12.7 5.6 
50万元以上 0.1 0.8 14.2 4.0 1.1 3.0 8.1 2.1 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(n) 1579 264 120 99 470 600 284 3416 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「中国企業経営者隊伍制度化建設的
現状与発展 2000 ・中国企業経営者成長与発展専題調査報告」
1998年の企業経営者収入構成と収入水準の調査より，収入水準は収入の構成
と関係が強いと考えられるO 年収 6 万元以上はストックオプションの割合が64
%に達し，株式利息＋配当金35.3%，年俸 7 %, リスク抵当17%，月収十賞与
13.9%，月収のみ7.7% となっている（複数回答，表は略）。
なお，事例として中国石油化学を以下に掲げた。
表29 中国石油化学公司における経営者（7人）平均年収と従業員平均年収の比較（元）
経営者平均年収 (1) 従業員平均年収 (2): (1) 
給与 賞与 合計 ( 2) 
1998年 21800 7300 29100 11800 1 : 2.5
1999年 25900 9200 35100 13700 1 : 2.6
2000年 31300 30200 61500 16700 1 : 3.7
出所：「国有重要企業における経営者の賃金の研究」
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8. 賞与
過去 5 年間で， 51.7%の企業経営者が一時金を得ていることが分かった。企
業形態別では，集団企業と株式会社が最も支給率が高く，三資は最も低い（表
30を参照）。
表30 過去 5 年以内に特別賞与を支給されるかどうかについて（%）
固有企業｜集団企業｜私営企業｜株式合作｜株式会社1；~~責任｜三資｜合計
52.3 57.8 28 53.3 56 53.3 40.1 51.7 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「中国企業経営者隊伍制度化建設的
現状与発展 2000 ・中国企業経営者成長与発展専題調査報告」により作成
表31は一時金を受けた経営者についての分析である。一時金の乎均支給額は，
10000～50000元が30.5%, 5000～10000元23.1%である。支給額10000万元以上
は固有企業31.4%，集団企業46.6%，株式会社59.3%，三資企業58.3%で，固
有企業は支給額が少ない。私営企業は26.9% ともっとも少な L 、。 2000元未満支
給の企業は私営企業が26.9%，固有企業18.1%が多L 、。
表31 企業形態別経営者一時金（過去5年以内に支給された特別賞与）
企国有業 集企業団 私企業営 株式 会株社式 任有会限社責 三資 合計合作
2000元未満 18.1 14.1 26.9 14.3 9.3 14.5 9.3 15.3 
2000～5000元 23.6 17.8 23.1 16.3 13.7 20.6 10.2 20.0 
5000～10000元 26.9 21.5 23.1 30.6 17.7 17.6 22.2 23.1 
10000～50000元 25.2 34.0 23.1 24.5 34.5 36.2 42.6 30.5 
50000元以上 6.2 12.6 3.8 14.3 24.8 11.1 15.7 11.1 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(n) 757 135 26 49 226 296 108 1597 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「中国企業経営者隊伍制度化建設的
現状与発展 2000 ・中国企業経営者成長与発展専題調査報告」
表32より，経営者の収入を決める部門は，上級主管部門43.8%，取締役会
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26.4%，従業員代表大会により提案上級部門から許可する8.8%，自分で決める
6.8%，国有資産管理部門3.4%となっている（表32を参照）。
表32 企業経営者の給与と賞与を決める部門（%）
従表業大員会代に
上級主管 取締役会 より提案門 自分で決 管固有理部資産門 その他部門 上級部許 めるから可
する
43.8 26.4 8.8 6.8 3.4 10.8 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「中国企業経営者隊伍制度化建設的
現状与発展－ 2000 ・中国企業経営者成長与発展専題調査報告」により作成
本調査より，経営者の収入構成は「月収＋賞与」を中心で， 80.6%を占める
（以下，表は略する）。その他の収入構成形式は補助的であり，「ストックオプ
ションJ 22.0%，「年俸J 18.8%，「リスク抵当」 11.4% となっている。企業別
では，上場会社は「年俸」が多く， 31.8% に達する。非国有企業は企業の株を
持つ割合が多く，国有企業より 30ポイントと高かった。東部地域は中西部地域
と比べ，「年俸」と「ストックオプション」では6-8ポイントと高かった。
表33より，持株比率では，その企業の株をもっ経営者は「10%未満」を持つ
割合が43.1%，「10←30%」 23.7%，「30%以上」 33.2%である。
表33 経営者の株式会社の持株比率（%）
防%未満 ~0% 回主主
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「企業創新．現状，問題及対策 2001 
年中国企業経営者成長与発展専題調査報告」により作成
表34の従業員の持株状況では，従業員持株制度を導入した企業は，「副総経
理以上のみ」が従業員持株制度を導入する企業の14.3%，「中層幹部とコア技
術者以上」 23.7%，「全員J 61.5% となっている。
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表34 従業員の持株状況（%）
副総経理以上のみ 中層幹部とコア技術者以上！全員
14.3 I 23.7 1 61.5 
出所：国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「企業創新：現状、問題及対策－2001
年中国企業経営者成長与発展専題調査報告J により作成
本調査では， 89%の経営者の年収は10万元未満で，その内 2 万元未満41.7%,
2-4万元27.1%, 4 10万元19.7% となっている（以下，表を略す）。非固有企
業，上場企業とハイテク企業の経営者の年収が高く， 10万元以上の割合は21.5
%, 21.5% と 21.4%であり，全体平均より 10ポイント高L、。固有企業，中西部
企業の経営者の年収は少なく， 2 万元未満の割合は50.3% と 57.2%だが，固有
企業では50万元以上はわずか0.2%である。経営者の収入は年々急増しつつあ
り，非国有企業の経営者は増加率が速いと考えられる。
表35の経営者の動機付の方法については，複数回答で，年俸制を支持する人
は73.3%，株権は47.0%，ストックオプション34.6% と収入に直接反映する動
機付けが多く，それに比較して，職務待遇32.9%，年金・医療保険等29.8% は
少な L、。年俸制は支持が多いが，大型企業75.1%，中型企業73.9%，小型企業
58.0% と大型，中型に比べて，小型企業の支持が減少する。それに対して，株
権は大型企業50.9%，中型企業43.5%，小型企業44.0% と大型企業の支持が目
立つ。ストックオプションについては，大企業39.1%，中型企業27.0%，小型
企業24.0%であった。
米国における小企業が成長の過程で，ストチクオプションを多用した事例と
は異なった傾向が出ている。大企業では職務待遇が28.3%，年金・医療保険等
27.4%であるのに対して，中型企業ではそれぞれ39.7%, 32.1% と増加し，小
型企業では更に46.0%, 34.0% と増加した。このことは，小型企業において，
給与以前に待遇面の改善が求められていることを示している。
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表35 規模別経営者に求められる最も適合な動機付方式（%） 複数回答
年俸制 株 権 ストックオ 職務待遇 年保金険・医療等プション
全体 73.3 47.0 34.6 32.9 29.8 
大型企業 75.1 50.9 39.1 28.3 27.4 
中型企業 73.9 43.5 27.0 39.7 32.1 
小型企業 58.0 44.0 24.0 46.0 34.0 
出所：国務院発展研究中心 中間企業家調査系統「国企改革与管理：千戸国企経営者
的最新評価和建議－ 2000年国有企業経営者間巻調査報告J
9. 経営者の賃金構成
経営者の賃金構成については，表36では，複数回答で，職位給85.1%，賞与
78.5%，職務給71.3%，各種手当て66.6%が多く，それに対し，技能給23.3%,
長期刺激給32.3%，年功給45.6%であった。
表36 経営者の賃金構成（%）
職位給｜職務給｜年功給｜技能給｜雪種号（賞 与（時男
85.1 71.3 45.6 23.3 66.6 78.5 32.3 
表37より，地域では，東部地域の企業は，年功給43.9%，長期刺激給31.4% と
少なく，各種手当ては67.9% と多い。中部地域の企業は職位給88.8%，職務給73.3
%，年功給51.3%，賞与80.2%，長期刺激給37.5%と東部，西部より多L、。西部
地域の企業は，職務給は67.5%，賞与は76.9%と少なく，技能給は26.9% と多い。
表37 地域別経営者の賃金構成（%）
\\\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各当種手て 賞与 長刺期激給的
東部地域 84.5 71.8 43.9 22.9 67.9 78.8 31.4 
中部地域 88.8 73.3 51.3 22.4 63.8 80.2 37.5 
西部地域 85.4 67.5 50.0 26.9 63.4 76.9 33.2 
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表38の賃金構成では，職位給の採用については，固有企業と50%以上固有持
ち株会社が86.6%，集団企業82.1%の問で，ほとんどの企業が採用しているこ
とが分かる。職務給については国有企業と50%以上国有持ち株会社が他の企業
形態に比較して職務給が64.7%，長期的刺激給が24.2% と少ない，逆に年功給
は55.3%，技能給31.1% と多 L、。賞与については，三資企業が72.4% と固有企
業と50%以上国有持ち株会社83.0%等に比較して少な L 、。
表38 企業形態別経営者の賃金構成（%）
i瓦＼＼竺？ 職位 職務 年給 功 技給 能 各手種当 賞与 長激的 期刺給給 給 て
固有企業と50%以上固有持ち株会社 86.6 64.7 55.3 31.1 67.8 83.0 24.2 
集団企業 82.1 75.0 42.9 21.4 67.9 82.1 42.9 
非固有株式会社と有限責任会社 84.l 72.9 40.2 15.3 62.9 81.3 39.6 
私営企業 84.4 75.2 46.0 21.4 68.2 78.4 36.9 
外資・香港マカオー台湾系企業 85.8 73.3 36.3 24.7 64.2 72.4 31.7 
その他 86.7 77.3 40.0 10.7 78.7 66.7 28.0 
表39の産業ごとの賃金構成を見ると，職位給では公用事業97.6%，不動産業
91.6%，通信と情報技術90.3%が多く，少ないのは採鉱業79.2%，農林牧漁業
81.1%，金融保険業81.3%であり，製造業は84.1%であった。職務給は，社会
サービス業83.7%，通信と情報技術75.9%，金融保険業75.0%が多く，採鉱業
33.3%，公用事業51.2%，建設業56.4%が少ない。年功給は，採鉱業79.3.%,
交通運輸倉庫と郵政業61.2%，公用事業61.0%が多く，金融保険35.4%，通信
と情報技術41.7%，製造業44.5%が少ない。技能給は採鉱業58.3%，公用事業
48.8%が多く，金融保険業2.1%，卸売小売飲食業18.0%が少なし、。各種手当て
は公用事業82.9%が多く，製造業61.4%が少ない。賞与は公用事業97.6%，採
鉱業87.5%が多く，農林牧漁業64.9%，製造業77.6%，通信と情報技術77.8%
が少な L、。長期刺激給は通信と情報技術41.7%，製造業34.3%が多く，採鉱業
4.2%，公用事業17.1%が少ない。
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表39 業種別経営者の賃金構成（%）
\ \ \ \~ \ 職給 位 職給 務 給年功 技給 能 手各種当 賞与 長激的 期刺給
て
農林牧漁業 81.1 64.9 51.4 27.0 67.6 64.9 29.7 
採鉱業 79.2 33.3 79.3 58.3 75.0 87.5 4.2 
製造業 84.1 73.6 44.5 24.0 61.4 77.6 34.3 
公用事業（水電気ガス業） 97.6 51.2 61.0 48.8 82.9 97.6 17.1 
建設業（地質探査水力を含む） 83.3 56.4 46.2 23.1 71.8 79.5 28.2 
交通運輸倉庫と郵政業 83.6 65.7 61.2 25.4 77.6 85.1 23.9 
卸売小売飲食業 82.0 65.6 45.9 18.0 57.4 80.3 26.2 
金融保険 81.3 75.0 35.4 2.1 72.9 79.2 29.2 
不動産業 91.6 69.5 48.4 22.1 69.5 82.1 29.5 
社会サービス業 87.6 83.7 51.9 25.6 71.3 79.1 31.0 
通信と情報技術 (IT) 90.3 75.9 41.7 25.0 72.2 77.8 41. 7 
その他 83.3 69.3 39.9 16.2 71.1 77.6 32.0 
表40の上場・非上場の違いでは，境内上場企業は職位給80.2% と少な L 、。職
務給は上場予定がない企業73.1%，上場予定企業72.0% と上場していない企業
が多く，境内外上場企業が56.9% と少ない。年功給は境内外上場企業が66.7%
と多く，境外上場企業が38.1% と少な L、。技能給は，境内外上場企業45.1% と
多 L、。賞与は，上場予定企業が86.0%，境内外上場企業が84.3% と多 L 、。長期
的刺激給は上場予定企業48.4%，境外上場企業43.8%が多く，上場予定がない
企業26.9%が少な L 、。
表40 上場会社と未上場会社経営者の賃金構成（%）
\\\\\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種手 賞与 長期給的当て 刺激
境内（香港除〈国内）上場 80.2 66.5 51.5 25.7 61.1 81.4 34.1 
境外上場 85.7 65.7 38.1 24.8 64.8 73.3 43.8 
境内外上場 84.3 56.9 66.7 45.1 66.7 84.3 33.3 
上場予定 86.3 72.0 47.2 25.8 66.5 86.0 48.4 
上場予定がない 85.7 73.1 44.3 21.4 67.9 76.7 26.9 
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表41では，売上高が3000万元未満の企業は職位給87.0% と多く，年功給39.8
%，長期的刺激給28.9% と少な L 、。 3 億元以上の企業は職務給66.2% と少なく，
年功給は52.4% と多い。職務給を採用する企業が 3 億元以上66.2%から 3000万
元未満76.6% まで徐々に多くなるのと逆に，年功給は52.4%から39.8% と徐々に
少なくなっている。
表41 売上高別経営者の賃金構成（%）
\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種手 賞与 長刺期激給的当て
3億元以上 84.1 66.2 52.4 26.3 64.1 82.1 35.7 
3億元～1.5億元 85.6 71.2 47.0 25.6 67.4 84.7 34.0 
1.5億元～3000万元 84.9 72.5 43.1 18.9 68.5 75.8 31.3 
3000万元未満 87.0 76.6 39.8 23.6 68.2 75.3 28.9 
表42の総資産別では，職務給を採用する企業が 3 億元以上67.7%から3000万
元未満76.7% まで採用率が徐々に高くなるのと逆に，年功給は50.6%から 39.6
%，賞与は82.9%から73.7% と徐々に低くなっている。
表42 総資産別経営者の賃金構成（%）
\\\ 職位給 職務給 年功給 技能給 各種子 賞与 長刺期激給的当て
31意元以上 84.1 67.7 50.6 27.9 65.4 82.9 34.1 
3億元～1.5億元 88.2 71.6 49.8 22.3 70.7 80.3 34.5 
1.5億元～3000万元 84.5 70.7 43.7 20.3 67.5 77.7 33.8 
3000万元未満 86.2 76.7 39.6 20.8 66.5 73.7 28.0 
10. 経営者の動機付け
国務院調査（2003）では，経営者の動機付けでは，長期刺激制度が導入されて
いる企業は全体の30%を占めた（表を略す）。経営者の長期刺激給として利用
されているのは「持ち株」，「擬制持ち株」，「ストック・オプション」であり，
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それぞれの割合は25.4%, 23. 7%, 22.6%となっている（表43を参照）。
表43 経営者の長期刺激給の方式（%）
持ち株
25.4 
ストック・
オプション
22.6 
擬制持ち株
23.7 
その他
28.3 
表44より，集団企業と非固有株式会社と有限責任会社は持ち株での長期刺激
給がそれぞれ14.3%, 14.0% と多L、。ストックオプションと擬制持ち株は固有
企業と50%以上国有持ち株会社が6.0%, 3.4% と少ない。擬制持ち株は，私営
企業が14.9%，非固有株式会社と有限責任会社が12.8% と多い。
表44 企業形態別経営者の長期刺激給の方式（%）
一＼＼＼＼一 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
固有企業と50%以上国有持ち株会社 9.4 6.0 3.4 8.1 
集団企業 14.3 10.7 7.1 14.3 
非固有株式会社と有限責任会社 14.0 11.2 12.8 10.0 
私営企業 8.1 9.0 14.9 12.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 8.1 10.5 7.3 12.2 
その他 9.3 5.3 1.3 14.7 
表45では，長期刺激給として持ち株を活用する企業は，通信と情報技術が
12.0%，交通運輸倉庫と郵政業が11.9%，製造業が11.5%，不動産業が10.5%
と多く，採鉱業が0%，卸売小売飲食業カ~3.3%，公用事業が4.9% と少なし、。
ストックオプションは，通信と情報技術が17.1%，交通運輸倉庫と郵政業が
10.4%，卸売小売飲食業が9.8%，公用事業が9.8%，製造業が9.5% と多く，金
融保険業が0%，不動産業が3.2%，建設業が3.8%，社会サービス業が3.9% と
少なし、。擬制持ち株は，通信と情報技術が13.4%，不動産業が11.6%，社会サー
ビス業が10.1%，製造業が9.5% と多く，採鉱業が0%，交通運輸倉庫と郵政業
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が1.5%，公用事業が2.4% と少ない。
表45 業種形態別経営者の長期刺激給の方式（%）
＼下＼＼＼ 持ち株 ストック・ 擬制持 その他オプション ち株
農林牧漁業 5.4 5.4 8.1 13.5 
採鉱業 。 4.2 。 4.2 
製造業 11.5 9.5 9.5 10.8 
公用事業（水電気ガス業） 4.9 9.8 2.4 2.2 
建設業（地質探査水力を含む） 6.4 3.8 6.4 15.4 
交通運輸倉庫と郵政業 11.9 10.4 1.5 4.5 
卸売小売飲食業 3.3 9.8 3.3 13.1 
金融保険 8.3 。 8.3 10.4 
不動産業 10.5 3.2 11.6 7.4 
社会サービス業 5.4 3.9 10.1 13.2 
通信と情報技術（IT) 12.0 17.1 13.4 10.2 
その他 8.8 6.1 9.6 12.3 
表46の上場・非上場では，長期刺激給で，持ち株は，上場予定企業が17.7%
と多く，上場予定がない企業が6.6% と少ない。ストックオプションは，境外
上場企業が20.0% と多く，上場予定がない企業が5.8%，上場予定企業が13.0%
と少な L、。擬制持ち株は，上場予定企業が16.1%，上場予定がない企業が8.4
%と多く，境内外上場企業が3.9% と少な L、。その他が上場予定15.2%を筆頭
に多く，境内外上場企業では少な L 、。
81 ( 225 ）一
表46 上場会社と非上場会社経営者の長期刺激給の方式（%）
一一一＼＼～～ 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
境内（香港除く国内）上場 13.8 11.4 4.8 12.6 
境外上場 13.3 20.0 4.8 14.3 
境内外上場 15.7 15.7 3.9 5.9 
上場予定 17.7 13.0 16.1 15.2 
上場予定がない 6.6 5.8 8.4 9.4 
表47の売上別では，売上高 3 億元以上の企業は，持ち株が12.0%，ストック
オプションが10.7% と多く，擬制持ち株が7.1% と少な L 、。 3億元～1.5億元の企
業は，擬制持ち株が多L 、。 3000万元未満の企業は，持ち株が7.7% と少なく，
他の刺激給も少ない。
表47 売上別経営者の長期刺激給の方式（%）
\\\\ 持ち株 ストック・ 擬ち制株持 その他オプション
3億元以上 12.0 10.7 7.1 12.8 
3億元～1.5億元 9.3 7.0 13.0 10.2 
1.5億元～3000万元 9.4 8.4 9.4 10.1 
3000万元未満 7.7 7.1 9.6 9.6 
表48の総資産別では， 3 億元以上の企業は，持ち株が12.7%，擬制持ち株が
7.1% と少な L 、。 3億元～1.5億元の企業は，ストックオプションが11.8% と多L 、。
1.5億元～3000万元の企業は，擬制持ち株が11.4% と多 L 、。 3000万元未満の企
業は，ストックオプションカi6.3% と少ない。
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表48 総資産別経営者の長期刺激給の方式（%）
\\\\ 持ち株 ストック・ 擬ち株制持 その他オプション
3億元以上 12.7 9.8 7.1 11.0 
3億元～1.5億元 7.0 11.8 8.7 15.3 
1.5億元～3000万元 9.0 8.1 11.4 10.7 
3000万元未満 8.0 6.3 9.8 8.9 
11. 人事制度の動向
調査結果について調査企業の人事制度の実態を概括すると，中国企業におけ
る人材開発の状況と動向が明確になる。人事制度の整備状況については，以下
である。 (1 ）長期的人的資源計画では，企業の経営戦略に合わせた長期的人
的資源計画があると答えた企業が16.7%である。一方で，「な L、」「作っている」
企業が57.9%となっており，企業の人事制度は整備途上である。（ 2 ）採用制度
では，採用に関する規程・制度があると答えた企業が78%を占め，これは国家
による配分から，市場からの求人への転換に中国企業が成功しつつあることを
意味している。
( 3 ）労働契約制度では，労働契約管理に関するする規程制度があると答え
た企業が84%であり，その内，制度によって忠実に実行する企業が65.7% となっ
ている。これは中国において雇用制度の改革が従来の担当者の判断といった窓
意的なものから，明確な規程に従う方向へ進んで、いることが分かる。（ 4) 人
事評価制度では，人事評価に関する規程制度があると答えた企業が73.7%であ
り，その内，制度によって忠実に実行する企業は41.4%を占め，制度が守られ
ないと回答した企業は32.3%であった。
( 5 ）内部育成制度では，従業員育成に関する規定制度があると答えた企業
が81.8%であり，その内，忠実に制度によって実行する企業は59.8%を占め，制
度が守られない企業は22%であった。（ 6 ）賃金制度では，賃金に関する規定
制度があると答えた企業が75.8%であり，その内，忠実に制度によって実行す
る企業は60%を占め，制度が守られない企業は15.8%であった。（ 7 ）社会保障
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制度では，社会保障に関する規定制度があると答えた企業が82.7%であり，そ
の内，忠実に制度によって実行する企業は69.5%を占めるが，制度を守れない
企業は13.2%であった。
上記の概括を元に回答を考察する。中国の従業員では特に関心が高い，賃金
から分析してみよう。
12. 従業員の賃金・賞与制度の現状
調査全体からみると，大部分の企業では賃金について従業員は満足している
と思われる。賃金に満足している（「非常に満足している」＋「満足しているJ
＋「まあ満足している」）と答えた企業の割合は72.7%である（表的を参照）。
これが中国企業の高いモチベーションになっていると思われる。
表49 賃金についての従業員の満足度（%）
非常に｜満足し｜まあ満｜不満で｜非常に
満足し！ている｜足して 1 あ る｜不満で
ている 1 1 いる i l ある
全体 1.1 5.8 65.8 24.6 2.7 
地域別からみると，西部，中部地域企業は特に賃金に満足度が高い。賃金に
満足している（「非常に満足している」＋「満足している」十「まあ満足して
いる」）と答えた企業の割合は東部，中部，西部それぞれが71.6%, 75.8%, 
76.5%であり，その内，中部地域企業は「非常に満足している」，満足している
と答えた割合が最も高いことがわかった〈表50を参照）。
表50 地域別賃金についての従業員の満足度（%）
非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非常満 にている 足してー ある 不で
ている る あ る
東部地域 1.0 5.3 65.3 25.7 1.8 
中部地域 1. 7 8.6 65.5 21.6 2.6 
西部地域 1.5 4.9 70.1 21.3 2.2 
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表51の企業の経済形態別からみると，集団企業は賃金において従業員の満足
度が最も高く，「非常に満足している」「満足しているJ 「まあ満足している」
と答えた割合は82.1%，全体平均レベルより 9.4ポイントと高L、。また，固有企
業と50%以上固有株もち企業，私営企業は従業員の満足度が低く，「不満足で
ある」と「非常に不満足である」の割合はそれぞれが28.9% と 28.5%である。外
資・香港・マカオ・台湾系企業については，他の経済形態の企業と比べ，従業
員の満足度が大きな差が見られない。
表51 経済形態別賃金についての従業員の満足度（%）
非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
固有企業と50%以上固有株もち企業 1.3 5.6 64.2 26.0 2.9 
集団企業 7.1 7.1 67.9 17.9 。
非国有株式会社と有限責任会社 0.6 5.3 68.2 23.7 2.2 
私営企業 1.1 5.4 65.1 25.4 3.1 
外資・香港マカオー台湾系企業 1.2 6.1 66.6 23.8 2.3 
その他 。 8.0 69.3 18.7 4.0 
業種別からみると，賃金について従業員の満足度は大きな差が見られるが，
「非常に満足している」，「満足している」，「まあ満足している」の割合は高い
割合からその順番は，公用事業，採鉱業，社会サービス，通信と情報技術
(IT），金融保険，製造業，不動産業，農林牧漁業，卸売小売飲食業，建築業，
交通運輸倉庫と郵政業である。それぞれの割合は90.3%, 87.5%, 80.6%, 77.3%, 
77.1%, 71.6%, 70.5%, 70.3%, 67.2%, 62.9%, 62.7%である。そのうち，製造
業，不動産業，農林牧漁業，卸売小売飲食業，建築業，交通運輸倉庫と郵政業
その「非常に満足している」或いは「満足している」，「まあ満足している」の
割合は全体平均より低い（表52を参照）。
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表52 業種別賃金についての従業員の満足度（%）
非満常に 満足し まあ満 不満で 非不常満でに足し ている 足して ある
ている L 、 る あ る
農林牧漁業 2.7 16.2 51.4 27.0 2.7 
採鉱業 。 4.2 83.3 8.3 4.2 
製造業 0.7 5.3 65.6 25.2 3.2 
公用事業（水電気ガス業） 2.4 17.1 70.7 7.3 2.4 
建設業（地質探査水力を含む） 2.6 3.8 56.4 33.3 3.8 
交通運輸倉庫と郵政業 1.5 3.0 58.2 35.8 1.5 
卸売小売飲食業 。 4.9 62.3 29.5 3.3 
金融保険 4.2 。 72.9 22.9 。
不動産業 1.1 6.3 63.2 27.4 2.1 
社会サービス業 2.3 10.9 67.4 17.8 1.6 
通信と情報技術 CIT) 0.5 4.2 72.7 20.8 1.9 
その他 1.3 4.8 64.9 25.9 3.1 
表53の企業が上場か非上場かについては，賃金について従業員の満足度は，
上場企業が非上場企業より高く，境外上場企業は境内上場企業より高L 、。「非
常に満足している」，「満足している」，「まあ満足している」と答えた割合は，
境内上場75.5%，境外上場77.2%，境内外上場78.5%，これから上場する企業75.2
%，上場企業ではない71.1%となっているO
表53 上場企業と非上場企業における賃金についての従業員満足度（%）
非満常に 満足し まあ満 不満で 不非常満でに足し ている 足して ある
ている る あ る
境内上場 2.4 9.0 64.1 22.8 1.8 
境外上場 2.9 7.6 66.7 21.9 1.0 
境内外上場 2.0 5.9 70.6 19.6 2.0 
これから上場 1.9 6.5 66.8 21.7 3.1 
上場企業ではない 0.6 4.9 65.6 26.1 2.9 
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表54, 55の売上・総資産規模からみると，賃金について従業員の満足度は売
上高，総資産3億元以上の企業は高く，「非常に満足している」，「満足している」，
「まあ満足している」と答えたそれぞれの割合は76.6%, 75.2%であり，その次
に売上高，総資産3千元以下の企業であり，「非常に満足している」，「満足して
いる」，「まあ満足している」と答えたそれぞれの割合は73.2%, 72.4%である。
表54 売上げ高別賃金について従業員の満足度（%）
非満足常にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
売上高3億元以上企業 1.6 7.8 67.2 21.3 2.1 
売上高3～1.5億元企業 1.4 3.3 64.6 27.9 2.8 
売上高1.5億元～3000万元企業 0.6 3.6 64.7 28.2 2.9 
売上高3000万元以下企業 1.0 6.3 65.9 23.6 3.3 
表55 総資産別賃金について従業員の満足度（%）
非満常足にし 満足し まあ満 不満で 非不常満でにている 足して ある
ている L 、 る あ る
総資産3億元以上企業 1.8 6.9 66.5 22.7 2.1 
総資産3～1.5億元企業 0.4 4.8 65.9 26.6 2.2 
総資産1.5億元～3000万元企業 0.9 3.7 65.5 27.3 2.6 
総資産3000万元以下企業 0.8 6.3 65.3 23.9 3.8 
13. 討議と総括
2004年国務院発展研究中心企業研究所調査発表（国務院（2003））による 2003
年中国企業の従業員の平均年収は表56より，加重平均して月収2000元程度（2
万8千円），年収換算24000元（23万5千円）である。
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表56 従業員の平均年収（円、%） 1元＝ 14円
13万 13万 20万 30万 42万～ 58万
4400 4400~ 1600~ 2400~ 58万 8000~ 134万 4000
未満 20万 30万 42万 8000 84万 4000 以上
1600 2400 
23.8 27.4 I 19.6 I 11.7 110.0 I 2.7 I 0.2 
表57の加重平均（50倍以上は50倍から75倍までで計算）では， 14倍程度にな
る。したがって， 2000元程度を従業員の平均と考えると経営者の平均月収は3
万元程度（42万円），年収36万元（504万円）と考えられる。
表57 経営者と一般従業員の年収比較（%）
50倍 50~ 25~ 20~ 15~ 10~ 6 ~ 3 倍
以上 25倍 20倍 15倍 10倍 6 倍 3f音 未満全千 6.4 7.4 5.3 8.7 14.3 22.8 24.1 11.0 
しかし，中国の情報と通信技術，特にモパイルビジネスでは，月収 7 万元，
年収100万元，多くの業種で月収 3 万元よりも平均月収は大きいとも言われて
いる。
経営者の年収は1979年には， 1000元未満が58.1%になった。それ以前も含め
1979年には年収 l 万元以上の経営者はほとんどいなかった。 1980～1984年の聞
に 1 万元以上が8.7% に達し， 1985～1993年には l 万元以上が23.4% になった。
1994～1999年には 1 万元以上が59.5%に達し，それ以外の経営者の年収は5000
～10000元になった。経営者の年収は50%前後の成長率と考えると2003年で月
収 3 万 5 千元になり，概括で述べた経営者月収 3 万元を裏付ける。
1979年から現在までの経営者収入調査について詳解する。経営者の賃金は，
従業員との比較，年収の史的変化，年収の構成，長期刺激の手段の 4 点につい
ての国務院報告を詳解する。 2003年現在，従業員の平均年収は 2 万4000元程度
(23万 5 千円：日本454万円2001年度（注 2 ））経営者の年収は平均約従業員の
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14倍36万元程度（504万円）である（米国24倍l億1425万円，英国18倍6403万円，
日本10倍5038万円： 1997年度（注 3) ：なお，日本の経営者の感覚は，高額
14.8%，適正48.3%，低額34.2%，その他2.7% （注 4)）。経営者の年収の変化
は1979年には年収1000元未満が58.1%, 1999年には 1 万元以上が59.5% に達し，
年50%程度の年収の伸びが現在も続いていると思われる。
経営者の賃金は，固有企業と非国有企業において年収で約 2 倍以上の差があっ
た（月収： 1996年国有企業1293元，非固有企業2639元， 97年国有1478元，非自
有3408元， 98年固有2192元，非固有5224元）。 1998年の経営者の平均年収は固
有企業が低く，三資企業が高L、。全体の平均年収は 2 万元未満が48.1%, 2~ 4 
万元が25.0%, 4～6万元10.7%である。 50万元以上は2.1%である。平均年収 2
万元未満がもっとも多いのは，国有企業62.6%，集団企業50.3%，私営企業
20.0%，株式合作49.5%，株式有限32.3%，有限責任42.2%, 2～4万元がもっ
とも多いのは三資企業だけで＇25.7%であった。
しかし，中国において経営者は， 1990年代には，市場経済への対応が進み，
1995年調査の段階で，既に79.4%の経営者が経営者の収入と企業業績は密接な
関係を持っていると答えている。この意識改革と，国有企業において不良企業
が次々民営化されたことで，国有企業には優良企業が増え，結果として差が縮
小しつつあると言われている。既に固有等の企業形態による従業員の賃金差は，
後述するように現在存在しなくなっている。
1998年学歴別年収では，中学校卒以下が82300元ともっとも平均年収が高く，
次が大学院修了66000元，短大49000元，大学47900元，高校・中専36100元であっ
た。これ以降高学歴化による格差の拡大が進み，現在はより高い学歴の経営者
ほど高い年収を得る傾向が強まっていると思われる。
年収の構成は，複数回答で職位給85.1%，賞与78.5%，職務給71.3%が多く，
年功給は45.6%，長期刺激給は32.3% と比較的少ない。世界との比較では，米
国は基本給35%，賞与30%，長期刺激給35%，日本は基本年俸の構成は80%,
賞与20%であり， 日本の基本年俸は役職位87.1%，業績40.8%，在任期間28.8
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%，能力24.8%，年齢など5.6% となっている（注3）。構成の中で職務給と年
功給に注目してみると，職務給は，社会サービス業83.7%，通信と情報技術
75.9%，金融保険業75.0%が多く，採鉱業33.3%，公用事業51.2%，建設業56.4
%が少ない。年功給は，採鉱業79.3%，交通運輸倉庫と郵政業61.2%，公用事
業61.0%が多く，金融保険35.4%，通信と情報技術41.7%，製造業44.5%が少
な L 、。
長期刺激給は，欧米では一般的であり，中国でも今後増加すると思われる。
その手段は持ち株25.4%，擬制持ち株23.7%，ストックオプション22.6%であ
り，その他が28.3%であった。 1998年の企業経営者収入構成と収入水準の調査
より，収入水準は収入の構成と関係が強L、と考えられる。年収 6 万元以上はス
トックオプションの割合が64%に達し，株式利息十配当金35.3%，年俸 7 %, 
リスク抵当17%，月収十賞与13.9%，月収のみ7.7% となっている（複数回答）。
現在の経営者の動機付の方法については，複数回答で，年俸制を支持する人
は73.3%，株権は47.0%，ストックオプション34.6% と収入に直接反映する動
機付けが多く，それに比較して，職務待遇32.9%，年金・医療保険等29.8% は
少ない。年俸制は支持が多いが，大型企業75.1%，中型企業73.9%，小型企業
58.0% と大型，中型に比べて，小型企業の支持が減少する。
集団企業と非固有株式会社と有限責任会社は持ち株での長期刺激給がそれぞ
れ14.3%, 14.0% と多い。ストックオプションと擬制持ち株は国有企業と50%
以上固有持ち株会社が6.0%, 3.4% と少なし、。
長期刺激給として持ち株を活用する企業は，通信と情報技術が12.0%，交通
運輸倉庫と郵政業が11.9%，製造業が11.5%，不動産業が10.5% と多く，採鉱
業が0%，卸売小売飲食業が3.3%，公用事業が4.9% と少ない。ストックオプ
ションは，通信と情報技術が17.1%，交通運輸倉庫と郵政業が10.4%，卸売小
売飲食業が9.8%，公用事業が9.8%，製造業が9.5% と多く，金融保険業が0%,
不動産業が3.2%，建設業が3.8%，社会サービス業が3.9% と少なし、。
主な年収に関するポイントは以下である。
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1. 従業員年収：
地域差：東部地域は800～2500元が67.3%に達し；中部地域は800～1800元が
64.2%，商部地域は66.0%である。中部地域は“800元未満”が9.6% ともっとも
多く，西部地区の6.5% より低所得者が多い。
業種差：金融保険業がもっとも給与が高く， 2500元以上が最も高い67.3%を
占めており， 8000元以上の比率も最も高L 、4.3% となっている。次が通信と情
報技術 (IT）で2500元以上が52.1%である。ちなみに低賃金を目的に世界中の
製造業が中国に進出し，世界の工場といわれた製造業の収入は農林牧林業より
も低収入であり。下から 2 番目であった。
売上高・総資産差：売上高の大と小に高い年収の企業があった。総資産の大
きい企業は年収も高L 、。
2. 経営者と従業員の年収差
地域差：経営者が従業員の平均収入50倍以上は東部地域7.2%，中部地域2.7
%，西部地域5.7%, 3 倍未満は東部地域8.6%，中部地域17.7%，西部地域17.1
%となった。
企業形態差：経営者と一般従業員の収入差が50倍以上の企業は，三資企業
（外資・香港マカオ・台湾系企業）が15.3%，非固有企業と有限責任会社6.9%,
私営企業6.0%，固有企業と50%以上国有持ち株会社が2.5%であった。 25倍以
上であれば，三資企業は30.0% に達した。
業種差： 50倍以上の収入差は，製造業が10.3%，農林牧漁業10.0%，不動産
業4.5%，通信と情報技術4.4%であり，採鉱業では0%であった。 15倍未満で
は，金融保険90.9%, 10倍未満では，通信と情報技術72.5%が顕著であり，金
融保険，通信と情報技術は欧米では収入差が大きいため，中国でのこの結果は
意外であった。
上場・非上場差：；境外上場（海外上場；香港含）企業は，収入差50倍以上が，
18.6%, 25倍以上が13.4% ともっとも多く，境内外上場（国内外上場）が50倍
上12.8%, 25倍上8.5%，上場予定企業が50倍上10.3%, 25倍上9.3%であった。
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上場予定が無い企業は同4.0%, 6.2% と比率が低い。
売上高差：収入格差15倍以上が，売上高 3 億元以上36.9%, 3 億元～1.5億
元32.0%, 1.5億元～3000万元26.9%, 3000万元16.3% と売上高が大きいほど収
入格差は大きし、。
総資産差：収入格差15倍以上が，総資産 3 億元以上37.5%, 3 億元～1.5億
元26.5%, 1.5億元～3000万元25.5%, 3000万元18.03% と総資産が大きいほど
収入格差は大きい。
日本企業の経営者の年収構成は， 8 割が報酬月額や基本年俸などの安定的部
分で占められており，役員賞与などの変動的部分は 2 割弱にすぎない。これは
70年代の米国の経営者の年功型報酬にかなり近い構成となっている。しかし，
多くの米国企業では80年代後半から経営者の報酬体系について，基本給の割合
を小さくし，年次ボーナス・長期インセンティブの割合を大きくする業績連動・
インセンティブ、型へと移行しており，それが企業の収益力改善に大きな影響を
与えたといわれている。また，安定的報酬部分である基本年俸（報酬月額）の
決定要素は，大部分が役職位によるものとなっており，業績や能力を反映する
部分は相対的に小さ L 、。
また日本企業は，現地日系企業の約 3 分の 2 が，現地企業を参考として人事
制度を構築している（能力や業績を短期間で処遇へ反映させていることなど），
日本本社にならってホワイトカラー，ブルーカラーを向わず，全従業員に対す
る人事考課を実施している企業が大半となっている，といった日本での調査結
果（注 4) からも，上記の調査より，中国での日本企業は，中国型賃金制度と
日本型を加えて経営を行うと思われる。
しかし，日本の経営者報酬の考え方は，①役員一人ひとりの役割と責任を明
確にし，役職連動ではなく業績連動の報酬とする。 C E Oなどの経営トップは
企業業績を，業務執行責任をもっ役員は担当部門の業績を反映した評価・報酬
とする。②役員の報酬は，報酬月額や基本年俸などの安定的部分を減らし，短
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期インセンティブである賞与などの業績連動の変動部分を増やすとともに，業
績による変動幅を拡大する。また，ストックオプションなどの長期インセンティ
プを導入する。③役員の報酬は在任中の業績評価を重視し，短期決済型とする
とともに，後払い的報酬である退職金のあり方や退職後の処遇を見直す。④役
員の評価・報酬の決定メカニズムを明確化し，透明性を高める。⑤早期選抜と
抜擢によりプロフェッショナル経営者を育成するとともに，外部からも積極的
に登用する，へと転換しつつあり，中国企業における経営者年収の変化の方向
性と合致するとも考えられる。
14. 経営者とその部下と後継者
前出したように国務院調査（2003）での中国企業の経営者の年齢でもっとも多
いのは46歳から55歳であった。その部下の年齢について考察してみよう。北京
大学調査（2001) では，管理者は30歳から45歳に集中，事業リーダーは30歳か
ら45歳，一般の従業員の年齢層は25歳から35歳の間である。
部下のうち，コア（企業の中核）になるコア人材の比率は，上海地区が10%
程度，中国全土では20%程度が多く，日本の調査（清家他「人材白書』日本経
営協会， 1999）は日本のコア人材は20%程度と日中企業で同様の結果がでてい
る。固有企業改革等で，長期雇用が減少してく傾向は，日中の企業ともに共通
している。
経営者の後継者について考察してみたい。北京では2003年，大学教育を受け
た比率が50%以上に達した。彼らは経営者の後継者である。しかし，大卒の学
生は多く求人は少な L、。修士も博士も簡単に就職できなくなっている。就職難
になる原因は大学生の急増で，また日本と同様卒業生は大企業を希望し中小企
業に就職したがらない，のが理由である。それで，大学院への進学を希望しで
も，北京大学，清華大学といったトップ校では大学院はなかなか進学が難しく，
海外の留学先を優れた学生は血眼で捜すことになる。
企業等，求人先が求める専門は工学部が一番多く，その次が経済学，医学，
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理学，法学及び教育学の順である。また求人が多い職種は，情報システム，英
語，医学，マーケーデング，経済学，企業管理などであり，高校生はこのこと
をよく知っていて，男女高校生のほとんど全員が I Tを志望するといった高校
さえある。米国への留学は奨学金が充実していることもあってもっとも希望が
多い。これが経営者たちの後継者の厳しい現状である。
このような後継者たちの海外志向は，企業への忠誠心に影響を与えざるをえ
ない。このことは，経営者が忠誠心を強く社員に期待することにも繋がってい
る。北京大学調査（2001) では，経営者・管理者からみた会社への忠誠心が
「絶対不可欠」と回答した企業が40%，「重要」が46%，「あれば望ましい」 13
%で，「無い方が良L 、」 1%であった。 86%の経営者・管理者が忠誠心を期待
している。中国企業の経営者が従業員に対して，強い忠誠心を求めていること
が分かる（注 5 ）。
15. 事業戦略とベンチャー事業
中国企業の経営者の事業戦略については，北京大学（2001）では，事業戦略で
「現在行っている中心となる新事業の業種は何ですか」では， I T24.0%，サー
ビスコンサルタント 12.2%，流通10.6%，金融10.1%，バイオ8.4%の順であり，
製造業は少な L 、。 I T，サービスコンサルタント，流通，金融といった製造以
外の新事業への進出が著し L、。また企業が行うベンチャ一事業も同様に I T33 
%，流通12%，金融10%，サービスコンサルタン卜 8%であり，製造業は電気
機械事業 5%，自動車事業 2% と少ない。 2004年現在でも，中国は世界の工場
と言われているが，経営者の企画，実施している新事業，ベンチャ一事業は製
造以外が多L 、。
現在，中国と欧米日の経済関係は，中国「製造」，欧米日が「企画，研究，
コンサルタント，流通，金融」を行うといった補完的分業にあると言われてい
る。しかし，このアンケートを見ると欧米日と中国との補完関係は変化し，中
国は製造以外へ次々進出していき，競争関係になる可能性があることが分かるO
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NIE S と中国の関係は，既に競争関係である。 5 年前まではマレイシアと中
国は補完関係であったが，現在は大半の事業が重複し，競争関係になっている。
新たな補完関係か，それとも競争か，欧米日と中国は将来の関係を模索する意
味でも，各国の経営者の比較調査は重要である。
16. 考察
中国において，成功企業と成功する経営者が続出している。ビール企業の燕
京ビールは迅速な意思決定と大胆な投資で成功を収めた。また，郎草~は組織の
大胆なリストラクチャリング；を行い，スリムな企業体質を実現した。経営者は，
リストラクチャリングでは燕京のように戦略から行い，組織はその結果として
大幅に変えることによって成功を収めた。また，郎草Bの経営者のようにとにか
く組臓をスリムにすれば，企業は成功できるといった事例もある。
中国では，次々，多様な経営者が登場し，多様な戦略，組織が成功しており，
世界の経営モデルの実験上といった様相さえ呈している。さて，世界における
国家戦略の成功モデルのひとつは，官産連携モデルである。それは，政府・官
僚と経営者の交流と連携がその成功の鍵となる。中国と日本の政府がそれぞれ
成功するためには，中国企業と日本企業の経営者との交流と連携が重要となる。
また次の段階，中国と日本の経済一体化がFT A等で進めば，こんどは中国政
府と日本企業の経営者，日本政府と中国企業の経営者の間での「タスキがけ」
の交流，連携が必要となる。
国務院（2003）の人材白書としての意味と今後については，上記の賃金に関
する調査は，急成長する中国企業の賃金に対する感覚の現状を表している。こ
れは欧米，日本企業， N I E S 諸国との比較を行うことにより，深い分析が可
能になると思われるが，満足度は高く動機付けられており，日本企業の賃金シ
ステムがこれ以上の満足を与えうるか，特に現地の日系企業15000社は考察す
る必要がある。さて，中国では，白書，統計類の整備は非常に遅れている。本
調査は中国の実態を数字で表す画期的な中国政府の試みのひとつである。中国
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政府は若手の官僚を中心に今後，統計は整備してL、く方針で，著者の馬は，現
在，財務省と東京大学の客員研究員として研究をその一環で行っている。
、王
1 ）中国政府初の人材白書
中国政府国務院発展研究中心企業研究所は，陳清泰大臣の指示のもと同大臣を顧問として
2003年度中国企業を対象に「中国企業における人的資源管理に関する調査J を実施した。この
調査は中国企業の人事，労務の現状についての初めての調査で，中国企業の行政指導等の政策
資料とすることを目的として，調査は著者の馬らが行った。陳大臣は，清華大学の教授から自
動車企業のトップを経て，中国政府の大臣となり，政産官学に大きな影響力を持ち，エネルギー
産業へも高い見識を持っている。本調査は， 日本の政産官学が中国を知る上で，特に中国に進
出している日本企業約20000社にとって，大きな意味を持っていると考えている。
本調査は2004年度も実施する予定であるが，調査項目は2003年度と異なるO 本調査の調査
項目については3年後に再度調査を行う予定である。 2003年度調査の実施概要は以下の通り
であるO 調査名：中国企業における人的資源管理に関する調査
実施時期： 2003年 lO月上旬～2004年 l月上旬
実施方法：アンケート調査票郵送方式とインターネット調査
調査対象：企業15000社の人事労務担当者
問答企業・ 1877社（ 12.5%)
中国ではアンケートの回収率は，日本に比較して一般にかなり低いが，陳大臣の名前で，
発展研究中心が行ったため，アンケート等の回収率は中国にしては高かった。著者らは2002
年に北京大学との共同で調査を行ったが，今回は政府調査としてその際の対象企業の約lO倍
の 15000社の大型調査となった。 2000年に日本で著者の清家は日本の上場企業にアンケート
調査し人材白書（日本経営協会）を出したが，それらの調査等との比較が今後課題となる。
主な調査項目は，以下の通りとなっている。
①人事制度の整備状況（採用制度，契約管理，人事評価制度等）
②職務管理（職務記述書の作成，職務評価等）
③従業員採用の状況（採用のルート，選抜方法等）
④評価（評価の周期，評価方法，評価結果の役割等）
⑤従業員の育成（育成費用の比率，育成計画，育成方法等）
⑥賃金制度（賃金の満足度，賃金構成等）
⑦社会保障（参加した社会保障の項目，年金を支払う機構）
⑧トップマネジメント（選抜方法，賃金構成，評価指l度等）
⑨企業従業員の状況（従業員の年齢・学歴・男女分布等）
調査問答企業の地域比較は以下で，圧倒的に東部の企業が多いが，中部，西部について
もクロス集計に耐えられる数の企業から回収できた。
96 ( 240) 
表1 ：地域男lj回答状況
地域 回答数 割合（%）
東部地域 1368 72.9 
中部地域 232 12.4 
西部地域 268 14.3 
N.A 9 0.4 
合計 1877 100.0 
次に，企業の形態別分類，業種別分類は以下である。国有企業等が553社と大臣指示の調
査ということで当然多いが，他の形態の企業もまんべんなく回答しているO また業種別には，
世界の工場中国ということで，製造業が845社と多 L、。分析は，製造業の中を細分化してみ
ることで，大きな成果が得られると思われる。今後，その動向が注目される自動車企業も53
社回答している。
表2 ：企業経済形態別回答状況
地域 回答数 割合（%）
国有企業と50%以上国有株もち企業 553 29.5 
集団企業 28 1.5 
非国有株式会社と有限責任会社 321 17.1 
私営企業 556 29.6 
外資・香港マカオ一台湾系企業 344 18.3 
その他 75 4.0 
合計 1877 100.0 
表3 ・業種別回答状況
地域 回答数 割合（%）
農林牧漁業 37 2.0 
採鉱業 24 1.3 
製造業 845 44.8 
その内：食品 65 3.5 
化学工業 77 4.1 
自動車 53 2.8 
石油と石油加工 28 1.5 
繊維と服装 62 3.3 
鉄鋼 16 0.9 
建築材料 49 2.6 
医薬 78 4.2 
機械 100 5.3 
電子 98 5.2 
ITハード 66 3.5 
その他の製造業 153 8.2 
公用事業（水電気ガス業） 41 2.2 
建設業（地質探査水力を含む） 86 ( 8) 4.6 (0.4) 
交通運輸倉庫と郵政業 67 3.6 
卸売小売飲食業 61 3.2 
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金融保険 48 2.6 
不動産業 95 5.1 
社会サービス業 129 6.9 
通信と情報技術 CIT) 216 11.5 
その他 228 12.1 
合計 1877 100.0 
従業員規模は， 10000人以上が74社であり，もっとも多いのが99人以下403t土， 100～299人
が369社， 1000～2999人が318社で，各規模の企業がまんべんなく回答している。
従業員規模 問答数 割合
99人以下 403 21.5 
100～299人 369 19.7 
300～499人 169 9.0 
500～999人 208 11. 1 
1000～2999人 318 16.9 
3000～9999人 187 10.0 
10000人以上 74 3.9 
N.A 149 7.9 
合計 1877 100.0 
2 ）日本の国税庁民間給与実態統計調査2002年：民間企業に勤める人が昨年1年間に受け取っ
た平均給与は前年より 15% (7万円）少な L 、454万円で， 4年連続でダウンしたことが26 日，
国税庁の民間給与実態統計調査で分かった。 4年連続で前年を下回ったのは初めてで，下げ
幅は過去最大。給与総額も前年比1.2%減の204兆7402億円となるなど，長吉｜く景気の低迷を
色濃く反映した。
l人当たりの平均給与の内訳をみると，給料・手当が前年比1.0% (3万8000円）減の376万
5000円。景気を敏感に反映する賞与は問4.0% (3万2000円）減の77万5000円に落ち込んだ。
男女別では，男性の平均給与は8万4000円減の558万1000円，女性は2万円減の278万円だった。
業種別の平均給与では，製薬会社など化学工業が573万円（同0.6%増）で5年連続でトッ
プだった。
3) CEOの日米英比較： 1997年度世界総年収調査：タワーズベリン
4 ）日本企業のグローバル化と現地社会環境への適合」一日系企業の人事労務管理に関する実
態調査結果発表：平成12年 l l月 l 日（水）・白本労働研究機構海外情報部計画調査課
5 ）北京大学調査（2001）は，著者らが北京大学で実施した中国全体1086社「 I T化と事業創
造」アンケート（回収185社， 2001年3月実施した：以下北京大学調査（2001）と略記），な
おインタビューは2001年4月から2002年6月。詳細は，財務省『ファイナンス」（2002年 12月
～2004年7月 20団連載）の清家・馬・張ー弛（北京大学教授）「世界経済を拓く中国と日本」
を参照。
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